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2C16 国家技術同化能力の 向上要因とその 構造分析 

0 浜中 津コ 渡辺 千匁 ( 東工大社会理工学 ) 

].  序 論 

宙術 同化能力とは、 スビルオーバー 技術を選別、 内 化 、 最終的 

に体化させる 能力のことを 指す。 そして、 この同化能力の 向上こ 

そが、 国家の技術政策の 要を @ すものであ る。 しかしながら、 昨 

今の高度情報化社会へのシフト、 経済バローバル 化の流れの中で、 

各国の技術政策は 変貌を遂げてきている。 そしてこういったパラ 

ダイムシフトの 中で、 その対応には 各国で大きな 差が生じ、 そし 

てそれが将来取り 返しのつかないほどの 大きな溝を作ってしまう 

のであ る。 図 1 に示したのがその 間ィ捕巨 力 め 概念図であ る，この 

中でも特に技術同化の 最終ステ ンブ であ る、 技術の体化において 

の能力が技術 別補 自力の最も重要な 部分であ る。 

日本では、 既存のシステムによるバローバル イは 寸心に限界が 生 

じ、 高度情報化日刊心の 競争社会を生き 抜く新しいシステム 作りが 

急援努 であ る。 一方途上国地域では、 経済発展、 人間発展への 圧力 

がかかるなか、 技術政策の根本的な 改革が求められている。 2 ㏄ 1 

年度の UNESCO 発刊人間開発報告では、 図 2 に示されるように、 

技術革新による 経済、 人間開発の重要性を 説いている - 

従って各国政府はこのバローバル 競争旧封犬を 生き抜く、 社会、 

経済や諸制度、 ，慣習に至るまで、 実に様々な要因が 絡み合った新 

しい同化能力の 概念が求められている。 
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図 ] 同化能力概念図 

2.  目 的 

日米逆転が言われて 久しいが、 その状況は、 一舟如何に技を 桟刊本系 

と生産の組織との 進歩を表すといわれる、 Ⅱ V  ( 全要素生産掛 

の成長率を見ると 良く分かる。 TFP 成長率は一般に 、   
A TFP  ア Ⅰ P  （ 6Y  る T  T  Ⅱ ） AT  一 ニー・一丁 8Y  8 丁 R Y 

ぐ ・・ AT 三 R)  (D 

( 但し 、 Y は GDP 、 T はテクノロジーストック 、 R は研究開発費 ) 

Build 伍 ghum ㎝ c 叩 ab Ⅲ ties 
TollVealo"9, ㎏ l 町 匝 

T 。 ㏄ q 血 knoW ㎏ 緩繍ぬ C@ 億 Ⅱ ve 

出所 ) UNESCO,Hum 頒 Ⅸ @W め pmentR ね膵 れ刀 01     

図 2  技術革新と経済、 人間発展のイメージ 

のように分解され、 最終 項 では 皿 P 成長率が、 いわゆる技術の 

限界生産性と、 研究開発強度との 積で表されるのがわかる。 ここ 

で、 テクノロジーストック T は、 以下の式で表される。 

円 二人， -" 十 (1 一戸 ) 七 -l 
② 

冗 0 二人 ト " 八円 十 9) 

ただしここで m は研究開発から 商業化までのリードタイム、 また 

p は技術の年々の 陳腐化率を表している。 g は R の計測初期段階 

における平均の 伸び率を表している。 
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・③生活環境町 urnmDevelopmentIndex[l り 

④国民文化の 柔軟性 (Fle 患 b Ⅲ ゆ ㎝ d ん %p ぬ b 下回 2 り 

⑤政府の効率性㈲ 0 ㎎ mmentE 伍ぬ enCy@ り 

上記のうち、 ② 、 ③ ほ ついては、 UNESCO 発刊の人間開発報告 

からのデータを 元にしたものであ る。 また、 ㈱ ほ ついては、 

国際経営開発研究所 (IMD) が発表した世界競争カランキング 

からのデータであ る。 

  
  

2 ふ 因子分析によるチータ 整理 

肚胡弗ふ 五円㏄㏄ 廿 lvl ゆ 0 ㎎ ね 五 % 面 n 払 S ぬ P 乱世 CP ㏄ KMu ㏄ 而ゆ Da ぬ & 以上の 5 つの支配要因を 変量として、 複雑な様相を 呈する技術 

肋曲 "'" 抑 '     の 限界生塵世のメカニズムを 解明するために、 代表数 力 国におけ 

図 3  各国の TFP ( 全要素生産性 ) 成長率㈱ る 因子分析を行 う 。 分析にはそれぞれの 変量を基準化し、 より 明 

確 な角 報更 が可能な因子軸を 得るために、 バリマックス 回転を施す。 

日本の研究開発費が 上昇を辿る中、 図 3 に示されるよさに、 Ⅱ T 第 1 因子と第 2 因子の回転後の 因子構造を図 5 に、 プロット結果 

成長率はアメリカが 単調増加を続けるのに 比べ、 日本では平均成 を図 6 に示す。 

長 率が 0 ． 56% と、 低迷を続けている。 これは、 上記㈲式における   

技術の限界生産，陸の ィ邸米 によるところが 大きい。 そしてこの 値こ   
そが、 上述のように 社会、 経済、 文化に渡る複雑な 要因が絡まっ   

た 、 同化能力向上の キ 一ポイントなのであ る。 

実際に㈹式から、 前回の学会で 求めた各国のテクノロジーストッ 

            
クひ ) を 使って、 この技術の限界生産性を 見てみると、 図 4 に示さ 

れるように、 
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図 5  回転後の因子構造 

  
図 5 からもわかるよ う に、 第 1 因子は教育、 生活、 経済状態な 

図 4  日米の技術の 限界生産性 (5Y/@?T) どが大きな正の 値を出しており、 この因子の解釈としては「人間 

開発中心の経済発展」、 と言えるだろう。 一方で第 2 因子は政府 

以上のように、 国家の技術政策において、 この技術の限界生産 や文化の柔軟性の 高さ示す、 「変化への対応、 柔軟性」という、 昨 

  性の向上こそが、 更なる経済発展を 促す重要なファクタ 一なので 今の グローバル化を 生き抜く上で 重要な因子であ ると考えられる。 

あ る。 そこで本研究では、 各国の技 律邱艮 芥生産性の向上要因を 分 以上を踏まえて、 それぞれの因子に 対応した因子得点をブロシ 

析し 、 その構造をネ 胡 牢 くことにより、 技術経済政策への 含意まで ト した図を次項図 6 に示す。 この図から、 数力 国が大きく 4 つの 

図るものであ る。 グル - プに 分けられることがわかる。 第 1 は、 その高い経済社会 

の 柔軟性で今日の 競争社会の牽引たらんとする 第 1 象限右上方の 

3.  分析 アメリカを中心とした グル - プ 、 第 2 はシンガボール、 香港など 

'.'. 要因チ 一 。 の構築 アジアの新興地域を 中心とした、 柔軟性、 競争力を兼ね 備え、 ま 

昨今のぼ術のバローバルスビルオーバー 甘き代において、 国家の さに現在売り 出し中であ る地域 ( 第 2 象限右上方 ) 、 第 3 は日本 

技ゥ椰艮 芥生産性に影響すると   思われる要因として、 以下の 5 つ む や フランス等、 かなりの経済発展は 遂げたものの、 昨今のグロー 

挙げる。 バル化の中では 社会経済の柔軟性に 欠け、 競争力を欠いていると 

①国家の経済状態 (GDPperCapita) 

②教育 (Edu ㏄ tKonIn お xll り 

  思われる、 第 4 象限右下の地域であ る。 最後の グル @ プは 、 柔軟 

  性はもとより、 経済的にも出遅れている 途上国地域であ る。 
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第 l 因子 

図 6  因子分析結果 

3 ふ 変化への対応、 柔軟性と経済発展の 関係 この図からもわかるよさに、 第 2 因子、 すな ね ち、 政府や国民 

上述の因子分析では、 先進国や発展途上国を 同一の定規で 測っ の柔軟性といったものが、 高ければ高いほど、 最近の経済成長が 

てみたものであ るが、 それらの国々が 直面している 状況はそれぞ 目覚しいといった 結果を得られるようであ る。 従って、 発展途上 

れ 異なっている。 途上国、 特に経済的に 困窮しているような 土砂戎 国も昨今のグローバル 化の波から覚れることなく、 柔軟性を保ち、 

においては、 経済発展こそが 目下の目標であ るわけなのだが、 そ 競争力を付けて い くといった政策こそが 経済発展、 国民生活の向 

のような国々にとって、 因子分析による 第 2 因子で示されるよう 上への近道と 言えるであ ろう。 先進諸国についても 同じことであ 

ね 、 政府や国家の 柔軟性、 という指標がどれほど 重要なのであ ろ り 、 さらなる安定した 経済発展のためには、 硬化した経済を、 変 

う れそれを示すため、 図 7 に先の因子分析における 第 2 因子と   化に柔軟・に 対応を促すような 政策が求められていると 考えられる。 

最近 5 年間の GDP 成長率の平均をとって、 散布図を描いた。 

4 よ 変化への対応、 柔軟性と、 技術の限界生産性の 関係 
  

次に最初の題目でもあ った、 技術の限界生産性の 要因について 
    見てみたいと 思う。 図 8 に 、 同じく第 2 因子と技術の 限界生産性 

    
        をとって、 散布図に描いた。 途上国だけでなく、 多くの地域にお 
    
  

      
  

いて、 未だデータの 入手が困難なため、 先進 6 カ国 ( 日本、 アメ 
    
      リカ、 フランス、 ドイツ、 オランダ、 カナのにおいてのみの 分 
      

    析 になっているが、 それでも第 2 因子と技術の 限界生産性との 密 
    

  接 な関係がうかがえる。 やはり第 2 因子に示されるような、 社会 
  

経済の柔軟性こそが、 技術の限界生産性を 引き上げる重要なファ   
-25     -1 5     一 05         l5  クタ一になっているのであ る。 

第 2 因子 

図 7 第 2 因子と① P 成長率による 散布図 
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第 2 因子 

図 8  第 2 因子と技術の 限界生産性 

。 ． 結論 

本研究で は 、 前回の発表から 発展し、 技術の同化能力の 概念の 

中でも重要なファクタ 一であ り、 さらに同仁今の 経済バローバル 化 

の流れの中での 国家技術政策の 目標でもあ るま 好 析の限界生産性の 

向上という目標へむけて、 その複雑に絡み 合う要素の タ挽午と 、 政 

策への提言ということを 行った。 

先ずは説明要素を 大きく 5 つに分解 ( 経済、 教育、 生活環境、 

政府の効率性、 文化的柔軟性 ) し 、 さらにこれらを 因子分 湖牢 する 

ことにより、 おおまかに 2 つの指標経済、 人間的発展と 効率性、 

柔軟性の向上 ) に分類したこの 指標によって、 代表 国 45 カ国 

をプロットした 因子得点図によると、 わが国は社会経済の 柔軟性 

という点において、 大変出遅れていることが 示される。 また、 こ 

の柔軟性の指標と、 GDP 成長率、 技術の限界生産性とを 比較し 

てみても、 高い相関が得られていることから、 安定した経済発展、 

技術進歩を促すためには、 早急なる経済社会システムの 柔化 をは 

かり、 高度情報化社会における、 グローバルスビルオーバ 一の流 

れに出遅れないようにしなければならない。 一方で、 途上国と呼 

@ 鋤 Ⅰている地域おいても、 高い競争力を 身につけ、 その結果加速 

度的な経済成長を 身につけている 地域もあ る。 従って、 発展途上 

国においても、 社会経済システムの 柔軟化という 要素は、 経済発 

展への近道であ ると言えるであ ろう。 

5.  今後の課題 

今後の課題として 先ず考えられるのが、 データの整理であ る。 

今回は実験的に、 いくつ 力 の指標を組み 合わせ、 そのデータを 各み 

単一資料から 組み立てていったものであ るが、 現実の社会経済を 

より細かく観察し、 細分化した指標の 構築が必要となってくるで 

あ ろう。 

また、 特に途上国におけるデータ 収集には限界があ り、 またそ 

の 信頼性についても 疑問となるところがあ ると思われるので、 今 

後ョ 離苛 をかけて取り 組んで行くとともに、 新たな指標作り 人研究 

を進めて行きたいと 居 、 ぅ 。 

さらに今回の 分析では、 各指標が状態を 示すものであ ったのに 

対し、 分析対象としていたものは、 加速度的な要素、 すなわち成 

長率、 限界生産性といった、 ものであ っ亡したがって、 今後は 

国家の柔軟性、 競争力を見る 際に、 その加速度的な 要素を見落と 

さないようにして 行きたい。 

参考文献 
[l]  UNDp, 。 Humm  DevelopmentR ぬ po れ 1% ト 2 ㏄ グ 

回 皿 Ⅲ し ， TheWorld  Com 膵 行伍 ivenessYe 打も㏄ k  、 。 2 ㎝ グ 

[3]  WorLd  B ㎝ 此 ， WOorld  DevelopmentIn 田 ㏄ ぬ掩 2 ㏄ び 

[4]  Ⅲ A  S ぬ億億 ㏄ ， "C02  Em 玉ぬ uons  血 m  FuelComb Ⅸ 億 0 は， 

(OECDl ㏄ 8) 

[5]  UNESCO,"S ぬホ 位田 Ye 打も㏄ k1999", 

固 ふ適 n  円 ㏄ u 田 血ゆ 0 ㎎ 簗セ ation  "As 血 ・ Par 血 c 

P ㎎ duc は Ⅵ ゆ Da ぬ 8% Ⅰ 田 lys も 2 ㏄㍗ 

Ⅲ 渡辺 千匁 、 宮崎久美子、 勝木雅称、 「技術経済論」、 日 科技 

達、 1 ㏄ 8 

囹 渡辺 f 靭 、 「技術革新のき 権 妻分析」、 日手羽交 車 、 20 ㎝ 
[g]  N. I ぬ ㏄ n ぬ ㎎ ， "Tns 迅 e  ぬ e  Bla ぬ Box: Te ぬ mo¥0 綴 荻田 

E ㏄ nom ㎡㏄ ， " (Ca 皿 b Ⅱ㎏ ne U ㎡㎎ 聡 i ゆ P 鴨 ss, Camb Ⅱ㎏ e, 

1982) 

[10]  C ㎡Ⅲ㎎ W,a ぬ Ⅱ a ト ， B 面 g  み lu,  Ch 餌 @la  G Ⅱ 俺 Ⅰ Brown, 

Behr@ooz  Asg 打 ㍉ "Gloh 田 ㎏ こ mol0 穿や Ⅲ ov@er  打 ld  i ㎏ 

㎞ apa ㏄ on  血 dustry た R 枝 D  s 捷 a ぬ簗 UeS, 簗伍コ no 四 % ぬ 20 

(2000 ノ 

[1l]  Sanjeev  Dewanl,  F ㌔ nne ぬ L.  Kraemer,  ⅡⅡ 五 irm@atlon 

T ㏄㎞ nolo 緩 anld  ト山 u ㎡㎡ ゆ :  E ㎡ den ㏄ 億 @m 

C 。 mW" Ⅱ velD 、 ぬ， "Man, 炸 @memt 田も安 は Ⅵ L46, №・ 4, 

Ap Ⅲ 2 ㎜ 
[12]  H 打出 d  Gm ㎏ r,  "Compe 廿廿 0n  ㎝ d  む movadon  Ⅲ le 

ぬ伍鵬 ion  of  mob 廿 e  掩 le ㏄田山山 丘 ㏄ tlo ℡№ Ceen 捷舟 md 

Eas ぬ m  E ℡ ope,"  血ゐ光抑按れ 刀榛刀 0 皿 田 ゐ田㎡月城㍗ 13 

(2 ㎝ 1)19-34 

[13]  Ma 山五 s  B ㎞ sw 挺 l 鉾耳 。 TeCh 皿 o10 簗 ㏄ 1  円㎎ 鵬 ㏄ 打血 

sus ね面 able  development:  what  a № ut  ぬ e  ㏄ ぬ und 

e 億 ㏄㍗ 及荻椴ぬ iKmon"m ぬ 36(2 ㎝ 1)119.132 

[14] Dipankor COOndoo, Soumyanan お Din 曲 ， "CauS 血ゆ 

㎏ 血 ㏄ n  血 ooIne and  e ㎡ 鮒 on: a  ㏄ lmtry  納 ?up-% Ⅸ 伍 。 

e ㏄ nome 伍 。 ㎝ 曲 ， 睡 ， " % 減南枝 7% り 地肌 ゐ 40 位㏄ め 

351-367 

[15]  皿 ㎎ホームベージ hh 七曲やⅤ ア ww. Ⅱ『 土 Ⅱ 工仁 0 ㎎ ) 

一 510 一 


